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集中改革プラン主要方策実施状況一覧表

Ⅰ．事務事業の再編・整理等の推進（民間委託等の推進を含む）

№

　H19年度に策定した前期基本計画の検証と、基
本構想、前期計画を踏まえた後期基本計画の策
定。

「総合計画実施計画の事業」「事務事業評価の事
業」「予算事業」の統一を図り、進行管理を行っ
ている。一方、予算編成への活用や、評価シート
の作成など、業務負担の増加に対する意識改革が
必要。

　事務事業評価表、施策評価表の作成は毎年作成
し、施策・事務事業の優先順位付けを担当課にお
いて実施している。
　しかし、市全体の優先順位付けができていない
ため予算編成への活用がなされていない。

　行政評価システムを導入して６年が経過し、少
しずつではあるが定着してきている。
　事務事業評価表、施策評価表の作成業務はおお
むね一定の水準に達してきたため、今後は予算編
成との連携による事務事業の再編整理、次年度の
重点施策の立案などに活用していく必要がある。

H24以降

⇒

⇒

⇒

2 行政評価シス
テム導入によ
る事務事業の
徹底した見直
し

実施方針
　事務事業評価及び施策評価の導入を行うとともに、予算編成への
活用や総合計画・実施計画の進行管理を図ります。
　また、事務事業評価、施策評価の導入により、職員のコスト意識
の高揚を図り、庁用事務費やその他一般行政経費について、常に点
検を行い、削減に向けた不断の取り組みを行います。

期待効果
　事業実施にあたり、行政関与のあり方等の観点から、予算編成と
の連携により、「事務事業の再編整理」、「行政の説明責任や透明
性の確保」、「総合計画の進行管理」、「次年度の重点施策の立
案」等への活用が図られます。
　また、行政評価システムの実施により、事務事業の再編・整理等
が図られるとともに、経常経費の削減が図られ、必要性・効果性の
高い事業への財源投入や、新規行政課題への対応が図られます。

行政評価システム
導入の研究

現状分
析及び
課題

⇒⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒研究

⇒

H23H22H21H20H19所管課実施方針・期待効果主要方策 実施項目

企画政策課

現状分
析及び
課題

現状分
析及び
課題

計画

行政評価システム
の実施

行政評価による進
行管理

現状分
析及び
課題

総合計画の策定

実績

計画

⇒

全課

実施（完了）

実施

実施

実績

実績

計画

実績

計画 試行 実施 ⇒ ⇒

⇒

⇒

実施 ⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒

研究

実施 ⇒ ⇒

⇒試行

1 財政面を考慮
した総合計画
の策定

実施方針
　総合計画の策定においては、政策、施策、単位施策のレベルで
「有効性」の観点での成果指標を設け、財政シミュレーションに基
づき財政面を考慮した実効性のある計画とします。

期待効果
　総合計画の進行管理が図られ、予算編成にも反映されます。
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№

　五泉市補助金交付基準を策定（H22年度）し、
補助目的の明確化・補助率・終期の設定を明記し
各課へ周知を図ったが、補助率、終期を明確に
し、事業費補助への転換を図っている。

　各種団体への会費等が主であり見直しが進んで
いない。団体への働きかけを行っていく必要があ
る。

　「五泉市補助金交付基準」（H22年度）を策定
し、補助目的の明確化・補助率・終期の設定を明
記し各課へ周知を図った。

　補助団体への働きかけを行っているが、統合に
至っていない団体が多い。

⇒

⇒

⇒

⇒計画

実績

補助団体の統合の
検討

現状分
析及び
課題

⇒未

運営費補助金の見
直し

現状分
析及び
課題

実績

計画

実績

現状分
析及び
課題

計画

実績

計画

⇒

検討 実施 ⇒

⇒ ⇒ 実施

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施 団体説明 統合 ⇒ ⇒

⇒ 実施

⇒

⇒

検討 団体説明

⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒

⇒

⇒

財政課、企
画政策課

4 補助団体の統合 実施方針
　合併協定書において、公共的団体等の取扱いについて、「統合す
るように働きかける。」とし、また、各種団体への補助金及び交付
金等の取扱いについては、「同一または同種の補助金等について
は、統合する方向で調整する。」こととなっています。
　共通の目的を持った団体等については、組織の統合を働きかけて
いきます。

期待効果
　団体運営基盤の強化及び事務の効率化が図られるとともに運営補
助金の見直しにより、経常経費の削減が図られます。

3

⇒⇒

財政課、企
画政策課

補助金の期間設定

未

負担金の見直し

⇒

検討

検討

補助金・負担
金の見直し

実施方針
　補助期間の設定などにより、補助金・負担金の全般的な見直しを
図ります。

期待効果
　市民団体等の主体性と自立意識が向上されることにより、市民と
の協働のまちづくりが図られます。
H20年度（35百万円）、H21年度（35百万円）、H22年度（35
百万円）、23年度（35百万円）

５年間の合計　1４0百万円

実施

現状分
析及び
課題

主要方策 実施方針・期待効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降

未実施 
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　五泉市契約事務規則の一部を改正する規則
（H18年度）、五泉市普通財産一般競争入札処分
事務取扱要領（H18年度）、五泉市庁舎等管理業
務及び物品入札参加資格審査規程（H18年度）、
五泉市庁舎等管理業務及び物品入札等指名業者選
定要綱（H20年度）、五泉市長期継続契約締結に
係る事務取扱要領（H20年度）を策定し、入札、
契約事務の改善を図った。

　五泉市建設工事請負業者等指名停止等措置要領
（H18年度）、五泉市建設工事請負業者等指名停
止等措置要領運用基準（H18年度）、五泉市建設
工事一般競争入札試行要綱（H19年度）を策定
し、一般競争入札を実施。

　9施設で指定管理制度を導入したが、他市に比べ
指定管理制度の移行が進んでいない。公の施設の
うちどのような施設が制度のふさわしいか分析を
進める必要がある。

　ほぼすべての施設で民間委託を行っているが、
施設の適正配置の検討は進んでいない。新市建設
計画や、今後策定する総合計画後期計画での検討
を踏まえ、各施設における今後の管理運営方針を
策定する必要がある。

⇒

⇒

⇒

⇒

指定管理者制度の
推進

現状分
析及び
課題

7 施設の全般的
な見直し

実施方針
　本市のまちづくり全体の観点から、公の施設に関する分析調査を
行い、管理運営のあり方（指定管理者・民営化など）や施設の大規
模改修、建替えに併せた適正配置などを総合的に検討します。

期待効果
　適切な施設利用・配置が図られるとともに、施設管理・運営経費
の削減と市民サービスの向上が図られます。

企画政策課 施設配置の見直し

現状分
析及び
課題

計画

庁舎等管理委託業
務及び物品の入札
制度の見直し

現状分
析及び
課題

公共工事の入札制
度の見直し

現状分
析及び
課題

計画

実績

⇒ ⇒

⇒⇒

実施 ⇒ ⇒

実施 ⇒

5 入札制度の見
直し

6

⇒

検討 公募 実施 ⇒ ⇒

⇒ ⇒⇒

⇒ ⇒ ⇒

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 ⇒

実施方針
　庁舎等管理委託業務及び物品の調達について、指名競争入札の導
入を図るとともに、公共工事の発注についても更に入札手法の多様
化を検討し、入札における透明性・公共性の確保を図ります。

期待効果
　入札における透明性・公平性の確保とともに、経常経費の削減が
図られます。

指定管理者制
度導入の推進

実施方針
　公の施設に関する分析調査を行い、指定管理者制度に移行するこ
とが適切と判断された施設については、公募を原則として、積極的
に制度導入の推進を図ります。

期待効果
　民間事業者等の能力活用により、競争原理が働き、更なるサービ
スの向上が期待できるとともに、施設管理・運営経費の削減が図ら
れます。

施設所管
課、財政課

総務課、財
政課

⇒ ⇒ ⇒

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

実績 未 ⇒

計画

未 検討・公募・実施実績

主要方策 実施方針・期待効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降

未実施 
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　H23年度に新情報システムが稼働したが、電子
申請、セキュリティ対策（情報漏えい）などが持
越しとなった。引き続き行政手続きのオンライン
化、行政情報の充実、セキュリティ対策に取り組
む必要がある。

　五泉市職員事務改善等提案制度実施要綱（H19
年度）を策定し、事務改善等職員提案を募ってい
る。周知不足もあり応募が低調であることから職
員に対する周知が必要。

　県と県内市町村で構成する新潟県地方税徴収機
構（H21年度設立）で、個人住民税を中心とした
地方税の滞納整理に当たるほか、徴税吏員の徴収
技術の向上を図り収納率の向上を目指している。
徴収業務の委託については、引き続き検討してい
く。

　小中学校では、一部の学校でH24年度から実
施、保育園はＨ23年度で策定する公立保育園民営
化計画において保育園の民営化とセットで検討す
る。

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

委託可能性の検討

現状分
析及び
課題

⇒

実施 ⇒ ⇒

10 給食調理業務
等の委託の検
討

実施方針
　民間で行うことが可能で効率的なものは民間で行うことを基本
に、給食調理業務、用務員業務については、計画的な業務委託につ
いて検討していきます。

期待効果
　民間委託を推進することで、民間ノウハウを活用し、行政のスリ
ム化、運営コストの抑制が図られます。

学校教育
課、こども
課

委託推進計画

現状分
析及び
課題

計画

9 徴収業務委託
可能性の検討 ⇒

実施 ⇒

8 内部事務の見
直し

実施方針
　内部事務（文書管理、庶務事務等）について、業務プロセスレベ
ルで効率的な執行を検討し、適正な人員配置や施設の保守管理など
の見直しを図ります。
　市役所を訪れなくても、インターネットを活用した情報提供、電
子申請等が利用できる電子窓口の設置に向けた研究を行います。
　財政健全化に向けた改革改善案については、常に意見を吸い上げ
検討する職員提案制度を導入します。

期待効果
　全課にわたる内部事務の見直しにより、経常経費の削減が図られ
ます。
　ＩＴの活用により市民の利便性の向上が図られます。
　職員提案制度の活用により、職員一人ひとりが財政健全化を目指
した節約意識を持つことに繋がります。

企画政策
課、総務課

職員提案制度の導
入

現状分
析及び
課題

IＴ化の検討研究
試行

現状分
析及び
課題

実績

税務課実施方針
　税の徴収業務については、専門的知識が必要なことから、徴収業
務の委託について、可能かどうかの検討をしていきます。

期待効果
　専門家による徴収業務を実施することで、収納率の向上と、運営
コストの抑制が図られます。

⇒

計画

実績

計画

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
検討・研究 ⇒ ⇒ ⇒

検討・研究 試行

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

実績 調査 ⇒

検討

検討 策定

⇒

検討 方針決定 ⇒ ⇒

実績 未

⇒

H24以降主要方策 実施方針・期待効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23
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　外部専門家を活用し、近隣市を対象としたIT経費
調査を実施（H21年度）。また、現状調査分析報
告書、新情報システム最適化計画書を策定した
（H22年度）。それらを基に、H23年9・10月稼
働の新システムの経費節減を図った。

　外部専門家を活用し、近隣市を対象としたIT経費
調査を実施（H21年度）。また、現状調査分析報
告書、新情報システム最適化計画書を策定した
（H22年度）。それらを基に、H23年9・10月稼
働の新システムの経費節減を図った。

　外部委託についての素案を作成中。庁内での検
討を踏まえ民間委託を進めていく必要がある。

　外部委託の指針がまとまらず未実施。

　五泉市保育園運営基本計画（H20年度）を策
定。また公立保育園民営化計画を策定中。これら
計画の中で施設の統合や拠点方式、民間活力の導
入を検討する。

⇒ 実施

未 実施 ⇒ ⇒

⇒⇒

⇒

未

⇒ ⇒ ⇒

⇒

⇒

電算委託経費の調
査

現状分
析及び
課題

⇒

⇒実績 未

⇒

計画 随時実施 ⇒

11 電算委託経費
の適正化

実施方針
　電算システムの委託料について、外部の専門家の活用により電算
委託経費の適正価格を理解し、委託料の見直しを図ります。

期待効果
　電算委託料の精査により、経費の削減が図られます。

企画政策課

外部専門家の活用

現状分
析及び
課題

外部委託指針策定

現状分
析及び
課題

12 業務の民間委
託等の推進

実施方針
　行政が行っていた事業についての見直しを行い、「アウトソーシ
ング推進指針」の策定により、民間で行うことが可能で効果的なも
のについては、職員数と業務のバランスにも配慮しながら、積極的
に民営化、民間委託の検討を進めていきます。
　また、委託内容やその方法について見直しを進めていきます。

期待効果
　業務の民間委託の推進により、行政運営の経費削減、行政資源の
有効活用が行われ住民サービスの向上が図られます。
　委託内容等の見直しにより、委託料の削減が図られます。

企画政策課

外部委託の推進

現状分
析及び
課題

13 保育園の効率
的運営の推進 実施

⇒ ⇒

現状分
析及び
課題

実施

⇒

⇒

計画 実施

計画 検討・策定

実績

計画 調査 策定

⇒

⇒ ⇒

⇒計画

実績

実績 調査 ⇒

実施

保育園運営基本計
画

実施方針
　増加する保育需要と多様化する保育ニーズへの対応のための調
査、検討を行い、効率的に運営するために「保育園運営基本計画」
を策定します。保育サービスの拡充、施設の統合及び民間委託等に
ついて検討します。

期待効果
　施設の統合や拠点方式、民間活力の導入により、行政運営の経費
削減や効率化が図られます。

こども課

実績 検討 策定

主要方策 実施方針・期待効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降
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Ⅱ．定員管理の適正化

№

　五泉市廃棄物減量等推進審議会においてごみ処
理有料化については、時期尚早との結論になっ
た。引き続き検討していく。

　H21年度から支所総務課を地域振興課とした。
　支所税務課、支所市民課、支所地域福祉課、支
所農林課、支所商工観光課、支所都市整備課を廃
止して本庁各課の係体制へ移行した。
　H22年度から財産管理事務の一元化のため入札
事務を総務課から財政課に移管した。
　「ときめき新潟国体」が終了したことから国体
推進室を廃止した。
　水道事業経営の一元化計画を推進するため、水
道局に水道統合係を新設した。職員が減少してい
る中で、適正な人員配置が必要。

　H21年度から支所総務課を地域振興課とした。
　支所税務課、支所市民課、支所地域福祉課、支
所農林課、支所商工観光課、支所都市整備課を廃
止して本庁各課の係体制へ移行した。
　H22年度から財産管理事務の一元化のため入札
事務を総務課から財政課に移管した。
　「ときめき新潟国体」が終了したことから国体
推進室を廃止した。
　水道事業経営の一元化計画を推進するため、水
道局に水道統合係を新設した。職員が減少してい
る中で、適正な人員配置が必要。

⇒

実施

H24以降

⇒

⇒⇒

H20 H21 H22

⇒

⇒

⇒

⇒

実績 検討・実施 ⇒

計画 検討 試行

実績 未 検討 ⇒ ⇒ ⇒

主要方策

⇒ ⇒実施14 一般廃棄物処
理の有料化の
検討

実施方針
　国の方針では「市町村は、一般廃棄物の排出抑制や再生利用の推
進、排出量に応じた負担の公平化及び住民の意識改革を進めるた
め、一般廃棄物処理の有料化の推進を図るべきである。」となって
いることから、可燃ごみ、不燃ごみ、プラごみ、生ごみの市指定袋
等の有料化の検討を行います。

期待効果
　市民のごみ減量化に対する意識が高まり、環境保全に効果が表れ
ます。
H21年度（50百万円）、　H22年度（50百万円）、　H23年度
（５０百万円）

環境保全課 指定ごみ袋等の有
料化

1 組織・機構改
革

実施方針
　多様化・専門化する行政需要に迅速に対応するため、従来の縦割
りによる行政を改め横の連携をさらに強化し、業務の効率化・意思
決定の迅速化を図ります。
　また、合併による効果を反映させるとともに、事務事業の動向、
行政需要に即応した組織機構の見直し・再編を行います。

期待効果
　組織機構の見直し・再編（課等の削減）を行うことにより、住民
の多様なニーズに即応した住民サービスが提供できます。
　また、意思決定の迅速化、責任の明確化、管理職の削減が図られ
ます。

実績 検討・実施 ⇒

現状分
析及び
課題

計画 検討

現状分
析及び
課題

実施方針・効果 所管課 実施項目 H23

計画 検討 実施

H19

⇒

⇒⇒ ⇒

総務課、企
画政策課

現状分
析及び
課題

⇒

⇒ ⇒

主要方策 実施方針・期待効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降

本庁・支所の業務
の見直し

本庁・支所組織の
再編、見直し
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№

Ⅲ．給与の適正化

№

⇒

⇒

　H21年度から支所総務課を地域振興課とした。
　支所税務課、支所市民課、支所地域福祉課、支
所農林課、支所商工観光課、支所都市整備課を廃
止して本庁各課の係体制へ移行した。
　H22年度から財産管理事務の一元化のため入札
事務を総務課から財政課に移管した。
　「ときめき新潟国体」が終了したことから国体
推進室を廃止した。
　水道事業経営の一元化計画を推進するため、水
道局に水道統合係を新設した。職員が減少してい
る中で、適正な人員配置が必要。

　H19年度に策定した人材育成基本計画の検証
と、次期計画の検討。

　毎年研修等を開催し、年間を通して人事考課マ
ニュアルに基づき、評価を実施している。職員の
意識の向上と評価者の能力の均一化が必要。

⇒ ⇒ ⇒

H19 H20 H21 H22

検討 ⇒

⇒

H23

⇒ ⇒

H24以降

⇒

⇒ ⇒ ⇒

実施（完了）

⇒

　人事考課マニュアルに基づき、評価を実施して
いるが評価結果を反映させていない。結果を処遇
に反映させるための、ルールづくりが必要。

人事考課制度の構
築

現状分
析及び
課題

人材育成基本方針
の策定

現状分
析及び
課題

計画

計画 検討 実施

現状分
析及び
課題

実績 検討・実施

⇒⇒

実施計画

実績

⇒ ⇒

⇒

計画 ⇒

実績

試行

実施⇒

⇒

実施

試行

検討 実施 ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2 本庁・支所業
務体制の見直
し

所管課 実施項目

⇒

1 人事考課制度
の構築

実施方針
　年功的な処遇を改め、職員の勤務実績、能力等を一定の評価基準
で評価する人材育成型の人事考課制度の構築を図ります。
　また、将来的には処遇（勤勉手当・昇給等）に反映させます。

期待効果
　職員の資質向上と志気の高揚を図り、公務能率の向上が見込まれ
ます。
　また、評価結果を昇給・昇格等各種処遇に反映させることによ
り、公平で公正な処遇を行うことが可能となり組織の活性化が図ら
れます。

総務課

昇給及び昇格等に
反映

現状分
析及び
課題

実績

H24以降

実施方針
　複雑・多様化する行政需要に効果的かつ柔軟に対応する組織体制
を確立するため、本庁・支所の業務体制の見直しを行い、職員数の
適正化に努めます。

期待効果
　本庁・支所業務体制の見直しを行うことにより、意思決定の迅速
化、責任の明確化を図り住民ニーズに即応したサービスの提供を行
います。
　また、職員及び管理職の削減が図られます。

総務課 本庁・支所業務の
見直し

主要方策 実施方針・効果

⇒

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23
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№

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

　人事院勧告、県人事委員会の勧告、県内のラス
パイレス指数等を基準に給与改定を実施。

　H22年度から格付けを見直し、職務職階制の適
正な運用を図った。

　人事考課マニュアルに基づき、評価を実施して
いるが評価結果を反映させていない。結果を処遇
に反映させるための、ルールづくりが必要。

　H22年度から6手当を廃止した（市税滞納処分
手当、徴収手当、福祉現業手当、除雪作業手当、
給水停止処分手当、徴収処分手当）。

　毎年勧奨退職を実施しているが、制度見直しに
は至っていない。

⇒ ⇒

⇒

⇒

検討

実施 ⇒

3 特殊勤務手当
の見直し

実施方針
　特殊勤務手当については、合併時に見直しを行いましたが、勤務
が著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に対しての調整的手当
であることから、特殊な業務に従事した場合のみを残し、仕事とし
て恒常的な業務についての項目は廃止します。

期待効果
　経費の削減とともに、手当に関する煩雑な事務の軽減に繋がりま
す。

総務課 特殊勤務手当の見
直し

現状分
析及び
課題

2 給与水準の見
直し

⇒

実施方針
　人事院勧告、県内のラスパイレス指数を基準に、適正な給与水準
の維持に努めます。
　級別職務分類表の格付けについて見直しを行い、人事評価による
昇格制度への移行を図ります。

期待効果
　国家公務員の人事院勧告を準拠することで、人件費の適正化が図
られます。

総務課

人事考課による昇
格制度の運用

現状分
析及び
課題

検討

⇒

現状分
析及び
課題

検討 実施

実施

実施 ⇒

⇒

⇒ ⇒ ⇒

実施

⇒

⇒

⇒ ⇒検討

検討 実施

⇒ 実施

⇒

実施

⇒

⇒⇒ ⇒

4 勧奨退職制度
の見直し

実施方針
　人事管理の適正化、公務能率の確保等を図りつつ、早期退職特例
措置の見直し等により、勧奨退職者の拡大を図ります。

期待効果
　職員の新陳代謝を促進し、一層の人事の刷新が図られるととも
に、将来にわたる財政運営の効率化が図られます。

総務課 勧奨退職制度の見
直し

現状分
析及び
課題

人事院勧告による
給与改定

級別職務分類表の
格付けの見直し

現状分
析及び
課題

計画

計画

実績

計画

実績

実績

計画 ⇒

実績 調査・検討

検討 ⇒

調査・検討 ⇒

計画

実績

⇒ ⇒ ⇒

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降
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Ⅳ．地方公営企業、その他の特別会計等の見直し

№

⇒

　五泉市水道事業統合計画・簡易水道事業統合計
画（H20年度）、五泉市水道ビジョン(H21年度）
を策定し具体的な施策、行程等を決定した。H25
年度に水道料金の見直しを予定。

⇒ ⇒

⇒ ⇒

H24以降

⇒

⇒

⇒

　五泉市水道事業統合計画・簡易水道事業統合計
画（H20年度）、五泉市水道ビジョン(H21年度）
を策定し具体的な施策、行程等を決定した。H25
年度に異なる料金体系を統一予定。

　策定した五泉市水道ビジョンの着実な実施を図
る。

現状分
析及び
課題

水道事業経営
の健全化

実施方針
　水道料金については、合併協議により「当分の間、現行のとおり
とする。」こととなっていますが、企業経営の経済性・計画性を発
揮するため、水道事業計画を見直すとともに、統一した適正な水道
料金に見直します。
　また、経済性の高い企業経営を推進するとともに、公共の福祉を
増進するため、指定管理者制度や民間委託等の民間的経営手法の導
入を検討します。

期待効果
　水道事業の安定的・計画的な経営が図られるとともに、経常経費
の削減が図られます。

上下水道局

民間的経営手法の
検討

下水道事業経
営の健全化

実施方針
　現行水準の下水道使用料では、経常経費を賄うことができない状
況となっています。
　下水道事業経営の経済性・計画性を発揮するため、公共下水道事
業計画を見直すとともに、適正な使用料の見直しを図ります。

期待効果
　下水道事業の安定的・計画的な経営が図られるとともに、自主財
源の確保が図られます。

上下水道局 下水道使用料の見
直し

水道料金の見直し

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19 H20

計画 検討

実績 検討

⇒

実績 検討

3 簡易水道事業
経営の健全化

実施方針
現行水準の水道料金では、簡易水道事業・小規模水道事業ともに経
常経費を賄うことができない状況となっています。
今後、簡易水道事業及び小規模水道事業の経営を考慮すると、将来
に向け上水道区域への統合を視野に入れた経営計画を策定するとと
もに、適正な使用料の見直しを行い、経営の健全化に努めます。

期待効果
事業統合することにより、経常経費の縮減や安定給水が図られま
す。

上下水道局

現状分
析及び
課題

1

2

使用料の見直し

現状分
析及び
課題

計画 検討

　下水道事業経営健全化の基本方針を踏まえ、使
用料の見直しによる財源の確保や、民間委託等に
よる維持管理費の低減など経費削減を図る。

H21 H22 H23

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

現状分
析及び
課題

⇒

⇒ ⇒実績 検討 ⇒ ⇒

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒⇒ ⇒

⇒ 方針決定

⇒

実績 検討 ⇒ ⇒

実施



10 / 13 ページ

№

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

　納税者の状況を把握することにより早期の取組
みを行い、収納率の向上に努めている。

　口座振替制度の推進を優先したため、未実施。
コンビニ収納の対象税目やシステム関連費用の検
証が必要。

　県と県内市町村で構成する新潟県地方税徴収機
構（H21年度設立）で、個人住民税を中心とした
地方税の滞納整理に当たるほか、徴税吏員の徴収
技術の向上を図り収納率の向上を目指している。
また、インターネット公売などの実施により滞納
整理の一層の推進を図る。

　組合構成市町との調整が難しく未実施。

　組合構成市町との調整が難しく未実施。

⇒ ⇒

4 特別会計の収
納率の向上

実施方針
　負担の公平性確保の観点から収納の確保対策について目標数値を
設定して、収納率の向上を図ります。
　現年度課税分については、口座振替制度の推進・継続やコンビニ
収納制度の導入等により、前年度対比0.3ポイントの向上を目指し
ます。
　低迷している滞納繰越分については、新規滞納発生の防止を図る
とともに、未納額の早期解消等により、事業の健全化に努めます。

期待効果
　自主財源の確保とともに、負担の公平性確保が図られます。

税務課、市
民課、高齢
福祉課

滞納整理体制の強
化（民間委託）

現状分
析及び
課題

民間的経営手法の
導入

現状分
析及び
課題

5 一部事務組合
の改革

実施方針
　組合の管理運営に関する分析調査を行い、組合構成市町との協議
を進め、指定管理者制度や民間委託等の民間的経営手法の導入によ
り組合運営の効率化を目指します。
　特に、各事務組合管理部門の一元化を図り、事務の効率化と職員
数の削減を進めます。
　なお、組合構成市町との調整を行い、事務部門の統合について検
討します。

期待効果
　組合運営の効率化により、市町村負担金の削減が図られます。

企画政策課

一部事務組合事務
部門の統合

⇒

コンビニ収納制度
の導入

課税客体の適正な
把握

現状分
析及び
課題

計画 検討 実施

⇒

計画 検討 実施

⇒ ⇒ ⇒

実績

⇒ ⇒

実績 実施 ⇒

未

未 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

計画 検討 実施

⇒

計画 検討 実施

⇒ ⇒ ⇒

実績

⇒ ⇒ ⇒

実績 研究 ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

現状分
析及び
課題

⇒

実績 未 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

計画 検討 ⇒

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降

現状分
析及び
課題

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

未実施 
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Ⅴ．歳入増加策

№

⇒

⇒

　口座振替制度の推進を優先したため、未実施。
コンビニ収納の対象税目やシステム関連費用の検
証が必要。

　県と県内市町村で構成する新潟県地方税徴収機
構（H21年度設立）で、個人住民税を中心とした
地方税の滞納整理に当たるほか、徴税吏員の徴収
技術の向上を図り収納率の向上を目指している。
　また、インターネット公売などの実施により滞
納整理の一層の推進を図る。

　受益者負担についての素案を作成中。庁内での
検討を踏まえ負担の見直しを図る。

実施 ⇒ ⇒ ⇒

H24以降

⇒

⇒

　納税者の状況を把握することにより早期の取組
みを行い、収納率の向上に努めている。

実施 ⇒

2 受益者負担の
見直し

実施方針
　公の施設に関する分析調査を行い、受益者負担のあり方について
総合的に検討するとともに、「行政評価制度」の活用により、負担
の見直しを図ります。

期待効果
　受益者負担の公平性の確保とともに、自主財源の確保が図られま
す。
H21年度（117百万円）、H22年度（117百万円）、H23年度
（117百万円）

３年間の合計　351百万円

施設所管課 受益者負担の見直
し

現状分
析及び
課題

計画

実績

滞納整理体制の強
化（民間委託）

計画 検討

現状分
析及び
課題

実績 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

1 市税等の収納
率の向上

実施方針
　市税の課税客体の適正な把握に努めるとともに、税負担の公平性
の観点から市税収納の確保対策について目標数値を設定して、滞納
整理など徴収対策の徹底により、収納率の向上を図ります。
　市税の現年度課税分については、口座振替制度の推進継続やコン
ビニ収納制度の導入等、前年度対比0.3ポイントの向上を目指しま
す。
　低迷している滞納繰越分については、新規滞納発生の防止を図る
とともに、滞納整理体制の強化、県税務職員の派遣や民間業者の活
用による専門的処理及び特別収納対策などの実施により、滞納整理
の一層の推進を図ります。（実施にあたっては、保育料等を含め検
討します。）

期待効果
　自主財源の確保とともに、税負担の公平性が図られます。
H19年度（1８百万円）、H20年度（35百万円）、H21年度
（52百万円）、H22年度（68百万円）、H23年度（85百万円）

5年間の合計　258百万円

税務課

現状分
析及び
課題

課税客体の適正な
把握

現状分
析及び
課題

コンビニ収納制度
の導入

⇒

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H22H19 H20 H21 H23

⇒ ⇒

計画 検討

実績 未 ⇒ ⇒

実施 ⇒ ⇒

検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

検討 条例改正

⇒ ⇒実績 研究 ⇒ ⇒

計画 検討 実施 ⇒ ⇒
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⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

　景気の低迷や立地等により売却が進まない。

　H20年度より月額500円を1,000円に見直し
た。

　景気の低迷や立地等により有償貸付が進まな
い。

　ホームページ等でPRを図っているが、効果が限
定的であるため、その手法についてさらに検討が
必要。

　会社訪問等も行っているが、企業誘致に結び付
かない。積極的な働きかけが必要。

⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒

PR手法の検討

現状分
析及び
課題

計画 検討 ⇒ ⇒4 企業誘致の推
進

実施方針
　村松第二工業団地の売却可能面積は10,890㎡あります。
　公害のない産業を選び、企業誘致に向けて積極的に働きかけを行
います。

期待効果
　雇用の創出と市民税及び固定資産税の増収が図られます。

商工観光課

誘致活動の実施

現状分
析及び
課題

計画

⇒

実績 検討 ⇒ ⇒

実施 ⇒

売却の推進と貸付
料の見直し

現状分
析及び
課題

職員駐車場使用料
の見直し

現状分
析及び
課題

計画 実施3 市有財産の有
効活用

実施方針
　普通財産について、積極的な売却を進めるとともに、貸付料の見
直しを図ります。
　行政財産について、その用途又は目的を妨げない限度において、
有償貸付を進めます。

期待効果
　資産効率の向上とともに、自主財源の確保が図られます。
H19年度（1百万円）、H20年度（２百万円）、H21年度（22百
万円）、H22年度（22百万円）、H23年度（22百万円）
 
 5年間の合計　69百万円

市有財産所
管課

計画

実績

計画

行政財産の有償貸
付の推進

現状分
析及び
課題

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19

⇒

実績 実施 ⇒

検討 実施 ⇒

実施 ⇒

実績

実施 ⇒ ⇒

実施

実績

⇒ ⇒ ⇒

⇒

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒検討

⇒ ⇒

⇒

検討

H20 H21 H22 H23 H24以降
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　H１９年度から広報紙、ホームページへの有料広
告掲載を実施。

　H19年度より実施。

　景気の低迷等により未実施。

⇒

実施

⇒⇒ ⇒

法定外目的税等の
導入

現状分
析及び
課題

5 新たな財源の
確保

実施方針
　広報「ごせん」や市ホームページなどに企業広告を掲載すること
により、新たに広告料収入の確保を図ります。
　また、プロジェクトチームをつくり、法定外目的税等の導入を検
討します。

期待効果
　新たな広告料収入により、自主財源の確保が図られます。
H19年度（10百万円）、H20年度（38百万円）、H21年度（8
百万円）、H22年度（13百万円）、H23年度（5百万円）

５年間の合計　74百万円

総務課、企
画政策課

広報紙等への有料
広告掲載

現状分
析及び
課題

水道事業会計から
の退職手当の一般
会計への繰入

現状分
析及び
課題

⇒

検討

⇒

実績

計画 実施 ⇒

実施 ⇒ ⇒

説明 ⇒ 実施

実績 未

実績 実施 ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒計画

⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒実施

⇒

⇒

計画

主要方策 実施方針・効果 所管課 実施項目 H19 H20 H21 H22 H23 H24以降
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